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国連気候変動ボン会議の概要
（ ・ ）

WWFジャパン 
気候変動・エネルギーグループ長 
山岸 尚之 

2017年4月28日（金） 

スクール・パリ協定



 2 

概要と主なポイント

 「ルールブック」策定に向けた実質的な交渉を開
始できるか？ 
– 範囲（スコープ）の議論を越えて 

– 文書の交渉に 

 「2018年の促進的対話」について、COP23でテ
キスト交渉できるか？ 
– COP23での報告 → 様式を策定 

– 様式、成果物等に関して複数案整理したもの 

 2020年目標に向けての各国の取組み確認 
– 日本やアメリカへの質問 
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ルールブック策定に向けて
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ルールブック全体像

(I)NDC 技術 

 パリ協定3条／COP21決定P12〜21  パリ協定10条／COP21決定P65〜70 

緩和／NDC キャパシティ・ビルディング 

 パリ協定4条／COP21決定P22〜32  パリ協定11条／COP21決定P71〜81 

森林 教育他 

 パリ協定5条  パリ協定12条／COP21決定P82〜83 

メカニズム 透明性枠組み 

 パリ協定6条／COP21決定P35〜40  パリ協定13条／COP21決定P84〜98 

適応 グローバル・ストックテイク 

 パリ協定7条／COP21決定P41〜46  パリ協定14条／COP21決定P99〜101 

損失と被害 実施と遵守 

 パリ協定8条／COP21決定P47〜51  パリ協定15条／COP21決定P102〜103 

資金 2020年以前の野心引き上げ 

 パリ協定9条／COP21決定52〜64  COP21決定P105〜132 
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約 の争点
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「ルールブック」？京都議定書の時との比較

国連気候変動枠組条約（1992） 

京都議定書（1997） パリ協定（2015） 

マラケシュ合意（2001） 
※京都議定書のルールブック 

？？合意（2018） 
※パリ協定のルールブック 

京都メカニズム 
森林吸収源 
遵守 

途上国関連（資金等） 

（何がメインとなるか未定） 
NDC関連ルール 

グローバル・ストックテイク 
透明性枠組み 

実施と遵守 等々 

CMP1（2005）で 
正式には採択 

4年間 3年間 
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争点例（１）： の特徴・情報・算定

パリ協定＆COP21決定 
で決まっていること 

今後決まる 
かもしれないこと 

特徴 

(features) 

算定 

(accounting) 

情報 
（information) 

• それぞれの国が決める
（nationally determined） 

• 環境十全性、透明性、正確さ、
網羅性、比較可能性、一貫性お
よび二重カウントの回避を推進 

• 既存ルールの考慮 

• 明確さ、透明性、理解を重視 
• 以下を盛り込むこと：基準とな
る年等に関する情報、対象期間、
実施期間、範囲、計画過程、前
提・方法論（森林等含む）、衡
平性・野心に関する考え 

• 条件無しの部分を必須とするか 
• 目標期間は5年で固定するか 

• 目標の形式に応じた詳細 
 BAUやGDP比の場合はそれ
ぞれの詳細 

• 森林等の扱い 
• クレジットの扱い 

• 目標達成にカウントしてよいも
のの詳細化 

• 二重カウント回避の具体的手段 

どんな目標でなければいけないのかを実質的に決める 
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争点例（２）：（市場）メカニズム

自主的協力アプローチ 
（第6条2〜3項） 

2か国以上の国々が「自主的に」合意して、排出削減量の国際移転を
可能にするメカニズム。日本政府は、JCMをここに位置づける予定。

緩和貢献・持続可能な発
展支援メカニズム 
（第6条4〜7項） 

国連の下で共通ルールを作っていくメカニズム。一般的には、従来
のクリーン開発メカニズム（CDM）のようなプロジェクト単位では
なく、部門（セクター）単位もしくは政策単位でのクレジット発生
を想定している。 

非市場アプローチ 
（第6条8〜9項） 

「非市場アプローチ」は、気候変動対策に市場原理を持ち込むこと
に強く反対するボリビア、ベネズエラなどの一部の中南米諸国が、
「市場」メカニズムに対するアンチテーゼとして掲げてきた。ただ、
現状ではやや具体性には乏しい。 

代表的な論点＝二重計上（ダブルカウント） 

1. 二重発行：同じ削減に対して、2度クレジットが発行されてしまうこと。 
2. 二重主張：同じ削減が、違う国によって二重に主張されてしまうこと。 
3. 二重使用：同じ削減クレジットが、違う目的で２度使用されてしまうこと。 
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争点例（３）：透明性枠組み

  提出する報告書 プロセス名 イベント名 

先進国 
隔年報告書 
(Biennial Report; BR) 

国際評価・審査 

(International Analysis and 
Review; IAR) 

多国間審査 

(Multilateral Assessment; 
MA) 

途上国 
隔年更新報告書 

(Biennial Update Report; 
BUR) 

国際協議・分析 

(International Consultation and 
Analysis; ICA) 

促進的意見共有 

(Facilitative Sharing of 
Views; FSV) 

既存のMRV（測定・報告・検証）制度 

• 報告するべき内容、頻度 
• レビューの仕方 
• 範囲              ・・・・等々 

統一的なものになっていく・・・？ 
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年促進的対話
 



11 

年ごとの見直しによる強化

国別目標2 

国別目標1 

国別目標3 

国別目標の 
提出・事前協議 

グローバル・ 
ストックテイク 促進的対話

2030年目標の
（再）提出・更新

グローバル・
ストックテイク

グローバル・
ストックテイク

グローバル・
ストックテイク

2035年目標？
の提出

2040年目標？
の提出

2045年目標？
の提出

京都議定書第2約束期間 

カンクン合意自主目標 

カンクン合意／ 
京都議定書 

パリ協定 

世界全体と国別の
2つのレベルで 
強化が検討される 

※アメリカ等を除き、
多くの国は2030年目標
を持っている 

・・・・ 

 「前進性」の原則 
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年の促進的対話

準備 本番 結果 

• 実施の仕方につ
いてどこまで決
めることができ
るか？ 

• 建設的議論ができ
るか？ 

• 自治体や企業の作
り出す「勢い」を
取りこめるか？ 

• NDC見直しの決定
を出せるか？ 

• NDCの見直しが
され、強化され
た目標が出され
るか？ 

結果として削減取
組みは強化される
か？ 

2023年からのグローバル・ストックテ
イクの基礎に 

緩和以外の分野も 
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年目標の
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年目標に関する

先進国でMAの対象となる国々（18か国） 
5月12日・13日開催予定 

途上国でFSVの対象となる国々（10か国） 
5月15日開催予定 

ベラルーシ、カナダ、キプロス、フランス、ギ
リシア、アイスランド、アイルランド、日本、
カザフスタン、リヒテンシュタイン、ルクセン
ブルグ、モナコ、ポルトガル、ルーマニア、ロ
シア連邦、スロベニア、スペイン、アメリカ 

インド、インドネシア、イスラエル、マレーシ
ア、モーリタニア、モルドバ、モンテネグロ、
モロッコ、タイ、ウルグアイ 

日本に対する質問の例 

• 長期戦略の検討状況について（EU） 
• 地球温暖化対策実行計画の実施はどのように
担保するのか？（韓国） 

• JCMのクレジットは2020年目標に対して使
うのか？（中国） 

• 火力発電所の普及による効果は？石炭の多い
国への普及を検討しているか？（中国） 

• 自主行動計画は有効だったのか？（オースト
ラリア）  



これからもご支援をどうそよろしくお願い申し上げます 

http://www.wwf.or.jp/join/ 

http://shop.wwf.or.jp  

http://www.wwf.or.jp/join/
http://www.wwf.or.jp/join/
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